
検討事項 個人情報苦情処理委員の継続の要否について 

 

概  要 １ 個人情報苦情処理委員とは 

（１）現行の個人情報保護条例（以下「条例」という。）第 37 条第 1 項は、

個人情報の取扱いに関する苦情の申出について、公正かつ中立的な立

場で簡易迅速な処理を行うため、本市に吹田市個人情報苦情処理委員

（以下「苦情処理委員」という。）を置く旨を規定しています。 

 

（２）苦情処理委員は、苦情の申出があった場合において、必要があると

認めるときは、実施機関、事業者等に対し、説明又は資料の提出を求

め、個人情報の保護に関し是正その他の必要な措置を講ずるよう勧告

することができます。 

 

（３）現在は、大阪司法書士会に推薦依頼を行い、委員１名（任期２年）

を委嘱しています。 

 

２ 見直しの背景 

（１）改正個人情報保護法においては、国、地方公共団体、民間事業者そ

れぞれに対して、個人情報の取扱いに関する苦情の処理について規定

しています。 

 

（２）個人情報の取扱いに関する苦情の受付・相談等については、本市で

は、平成 14 年 7 月の条例施行後は苦情処理委員を設置していますが、

それ以外にも消費生活相談や市民の声（市政相談）、法律相談などの

各種相談においても相談に応じています。また、個人情報は、多くの

業務において取扱うことから、各担当室課が直接相談等を受けること

があり、市民総務室（情報公開担当）でも相談等を受けることがあり

ます。 

国においては、平成 28 年に個人情報の有用性に配慮しつつ、個人

の権利利益を保護するため、個人情報の適正な取扱いの確保を図るこ

とを任務とする個人情報保護委員会（以下「委員会」という。）が設置

され、同委員会において相談ダイヤルが設けられています。また、同

委員会は民間事業者に対して勧告や命令・緊急命令、その公表といっ

た措置を取ることができ、さらに、改正法の施行により地方公共団体

を含む行政機関の長等に対し、実地調査や指導・助言・勧告を行うこ

とができることとなります。 

また、民間事業者は、事業者独自の相談窓口や、業界・事業分野ご

との民間による個人情報の保護の推進を図るために、自主的な取組を

行うことを目的として、同委員会の認定を受けた認定個人情報保護団

体の相談窓口等を設けています。 

 

（３）府内の中核市及び北摂各市の状況を確認すると、いずれの市におい

ても苦情処理委員を設置しておらず、本市においても制度開始以降 2

件の実績があるのみです。 

諮問事項６ 



実施機関 

の考え方 

 個人情報の取扱いに関する苦情の受付・相談等は、市として、取り組む

必要があると認識しています。そのうえで、こうした相談等はないに越し

たことはありませんが、制度開始から 20 年間で苦情処理委員が受けた相

談件数が 2 件ということで、相談機関としては形骸化しているようにも感

じます。これは、条例制定当時はなかった国や民間事業者による苦情の処

理に対する措置等が新たに取られてきたこと、また、本市における各種相

談窓口等において個別具体的な相談に対応してきたことなどによるもの

と考えています。 

 よって、改正法に伴う条例案において、苦情処理委員の設置について規

定しないこととしたいと考えます。 

 

 






